
ヤクルトは、環境基本方針の行動指針において
「事業活動の全般において、環境のみならず生
物多様性にも配慮した環境負荷の低減化を推進
する」ことを明記しています。地球環境や生物多
様性に配慮しなければ、企業活動そのものが成り
立たず、お客さまの健康に役立つことができませ
ん。これまでの研究開発で培ってきた技術等も活
用しながら、今後も生物多様性の保全に努めてい
きます。ヤクルトグループの原料調達から廃棄・
リサイクルまでの事業活動の各ステップにおいて、

「自然の恩恵にどのように依存しているか」「自然
に対してどのような影響を与えているか」を整理
し、事業活動と生物多様性の関係を右記の図の
ように明確化しています。
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ヤクルトグループの既存の事業活動が生物多様性の保全に与える影響を把握するため、各工
場が位置する河川流域における生態系への影響等の調査を実施しています。

調査にはIBATを使用し、各生産拠点から半径10km圏内にある自然保護地域（世界自然遺産、

IUCNカテゴリーⅠ、 Ⅱ、 Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、ラムサール条約湿地）やIUCN（国際自然保護連合）の指定す
る絶滅危惧種の生息状況を把握しています。

工場 河川流域
2021年度
総取水量

（単位：㎥）

2021年度
総排水量

（単位：㎥）

IBAT使用による調査
生物多様性（生態系リスク）に関わる記載事項水棲生物の

種類数
絶滅危惧種

（IUCN指定）

福島工場 摺上川を含む阿武隈川
流域全体 180,032 150,625 62 0※

排水の流入先である阿武隈川はオナガガモ（IUCN指定レッドリスト）が飛来することから、国際NGOに
より生物多様性重要地域（Key Biodiversity Area : KBA）および重要野鳥地域（Important Bird and 
Biodiversity Areas : IBA）に指定されている。

兵庫三木工場 加古川流域・武庫川流域・
淀川流域・神戸市周辺 263,876 225,059 66 0 拠点の下流域10km圏内には、生物多様性について、特別重要な地域はなく、拠点周辺の小水域において

IUCNの指定する絶滅危惧種の生息は指摘されていない。

茨城工場 利根川水系 152,416 125,077 60 0 拠点の下流域10km圏内には、生物多様性について、特別重要な地域はなく、拠点周辺の小水域において
IUCNの指定する絶滅危惧種の生息は指摘されていない。

富士裾野工場・
富士裾野医薬品工場 狩野川流域 463,605 244,593 63 0 拠点の下流域10km圏内には、IUCNカテゴリーⅣに区分される鳥獣保護区が存在する。拠点周辺の小水域

において、IUCNの指定する絶滅危惧種の生息は見受けられない。

佐賀工場 筑後川水系 175,697 130,433 61 0 拠点の下流域10km圏内には、生物多様性について、特別重要な地域はなく、拠点周辺の小水域において
IUCNの指定する絶滅危惧種の生息は指摘されていない。

岩手ヤクルト工場 北上川水系 83,743 47,628 58 0 水源地周辺はIUCN保護地域カテゴリーⅠbの葛根田川・玉川源流部森林生態系保護地域、和賀岳植物群落保
護林、カテゴリーⅡの十和田八幡平国立公園、早池峰国定公園等保護地域に指定されている。

千葉ヤクルト工場 利根川流域 103,461 28,172 63 1
水源域にあたる地域には、上信越高原等IUCNマネジメントカテゴリーⅡやⅣに分類される保全地域が点在し
ている。また、拠点の下流域10km圏内には、カテゴリーⅣの保護地域（鳥獣保護区）が存在する。IUCNの
指定する絶滅危惧Ⅰｂ類のクサガメの生息が指摘されている。

愛知ヤクルト工場 木曽川、矢作川、庄内川
流域 80,079 30,138 66 1 濃尾平野の小川や河川は絶滅危惧種Ⅰb種のマダラナニワトンボの生息地であり、生物多様性重要地域に指

定されている。

岡山和気ヤクルト工場 吉井川流域 110,657 73,425 65 2
吉井川流域内には、IUCNマネジメントカテゴリーⅣの地域が点在している。また、拠点の下流域10km圏内
には、カテゴリーⅣ、Ⅴの保護地域が存在する。IUCNの指定する絶滅危惧Ⅰｂ類のクサガメ、Ⅱ類のスッポン
の生息が指摘されている。

福岡ヤクルト工場 筑後川流域 60,721 39,914 92 2
拠点の下流側10km圏内には IUCN カテゴリーⅣの区域（鳥獣保護区）がある。また、拠点のある小水域には、
IUCNが指定する絶滅危惧種ENのエツ（環境省レッドリストでも絶滅危惧Ⅱ類）、危急種（VU）のアリアケスジ
シマドジョウ（環境省レッドリストでも絶滅危惧Ⅰb類）の生息可能性がある。

湘南化粧品工場 相模川・引地川流域 17,040 16,854 106 1 拠点の下流側10km圏内には IUCN マネジメントカテゴリーⅣの保護地域（鳥獣保護区）がある。また、拠点
のある小水域には、IUCNの危急種（VU）（環境省レッドリストでも絶滅危惧Ⅰb類）のタナゴの生息可能性がある。

生産拠点における生物多様性に関する調査結果

※ オナガガモは水棲生物ではないため、当数値には含まれていません

既存事業の生物多様性リスクの評価
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▪ 国際NGOオイスカとの協働
オイスカ・インターナショナルは、1961年に創立され、国連の最高諮問資格を有する国際NGO

です。公益財団法人オイスカ（以下、オイスカ）は、主にアジア・太平洋地域で農村開発や環境保
全活動、次世代人材育成を展開しています。

当社は、日本国内のみならず海外でも活動を行うオイスカと1979年から協働して、社会貢献に
取り組んでいます。

• 「子供の森」計画への支援
生物多様性の保全に関わる活動として、オイスカの「子供の森」計画を支援しています。「子供の

森」計画は、地域住民が森林や環境の大切さを知り、自ら森林保全に取り組むよう、各地で環境
教育や住民主体の植林を行うほか、学校を拠点に子どもたち自身が森づくりを行う活動です。

具体的な支援地域についてはオイスカと対話して決定しており、当社の支援金はインドネシア、
フィリピン等の活動で活用されています。

▪ 「環境アクション（2021-2024）」植樹（日本）
2021年はCSRキャンぺーンにおいて、「環境アクション（2021-2024）」の取り組みの一環として、

「国際生物多様性の日」である 5 月 22 日等に工場等全国 13 か所で 30 本の植樹を行いました。

▪ Yakult forest「百万本植林活動」（中国ヤクルトグループ）
中国ヤクルトグループは、2015 年から民間 NGO組織“上海根と芽”の「百万本植林活動」

プログラムに参加しています。2021 年までの 7 年間、毎年 2,000 本の苗木を寄贈しており、
ヤクルト公益林（14.76 ヘクタール）に合計 14,000 本の植林が行われました。これまでの平均
保存率は約 70％（NGO のデータ）と着実に緑化に貢献しています。

▪ 「 Treedom（ツリーダム）」との提携で3年間に10,000本の植林（ヨーロッパヤクルト）
ヨーロッパヤクルトは 2022 年から、世界各地で植林活動を展開するグローバルウェブプラット

フォーム「ツリーダム」との提携活動を開始しました。「ツリーダム」は、オンライン上で苗木を
購入するとアフリカや中南米の農家が現地で木を植えて育てる仕組みです。本活動を域内販売会
社にも周知するため、グループ全社員に植物の苗木とツリーダムの個別の木のコードを贈呈し、
社員とともにオンライン上のヤクルトの森を運営しています。

国内外で地域の生物多様性に配慮した事業活動・社会貢献活動を推進するため、省庁、自治体、
NGO・NPO 等のステークホルダーと連携して、生物多様性の保全に取り組んでいます。

▪ 国連や環境省のイニシアティブへの参加
1994 年度から、「環境月間」に合わせた全従事者向けの「ヤクルトCSRキャンペーン」を実施し

ています。2017年度には、UNDB-Jによる、日常の暮らしの中で生物多様性に関わろうという
呼びかけ「MY行動宣言」に連動して従事者15,706人が参加し、生物多様性を守るための5つの
アクションから自分にできることを選んで宣言しました。この取り組みは高く評価され、UNDB-Jの

「MY行動宣言事例集」に掲載されました。

UNDB-J「MY行動宣言事例集」 ▶▶▶WEB

https://undb.jp/wp/wp-content/uploads/2019/06/action_jirei.pdf

当社の乳製品、清涼飲料の一部の紙容器に、森林認証制度として知られるFSC®※1 認証紙や
PEFC※2認証紙を使用しています。

森林認証紙を使用することで、気候変動対策、生物多様性保全、サプライチェーンにおける森
林や木材における適切な管理に貢献できると考えており、当社紙製容器包装紙を順次切り替えて
います。
※1  FSC®（Forest Stewardship Council®：森林管理協議会）は、責任ある森林管理を広く普及させることを目的に設立さ

れた国際的なNPOです。
※2  PEFC（Programme for the Endorsement of Forest Certifi cation）は、PEFCの定める基準のもと、各国で設立運営

されている森林認証制度を相互承認し、持続可能な森林管理を促進する国際的なNGOです。

植樹活動による生物多様性保全

ステークホルダーと協働した生物多様性保全

商品への国際認証紙の採用（生物多様性に関わる認証制度への参加）

※  PEFCのロゴマークは、一般社団法人　
緑の循環認証会議（SGEC/PEFCジャパン）
の許可を得て掲載しています。
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